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【はじめに】
平成9年地域保健法実施を前に保健所から市町村への
母子保健事業移管作業が進められっっある｡法律は施行
されるが､実施にはまだまだ多くの問題を残しており､
完全に移行した体制が整うまでに数年を要するであろう｡
単に行政サービスの主体が代わるのでなく､大幅な変更
を前にして将来を見据えた体制作りが必要とされている｡
そのために母子保健の歴史を知ることは重要であるので､
前稿1)で日本における公衆衛生の歴史的変遷を母子保健
の観点から示した｡
前稿l)で述べたように日本の保健行政はトップダウン
方式をとることが多く､財政基盤の比較的豊かな大阪市
であっても法律に基づく行政サービスに独自性を出すこ
とは困難な状況である｡しかも国家事業の多くは首都と
その近郊地区における状況を反映している場合が多い｡
また､住民の超高齢化がすすむ大阪市では､保健分野で
みると老人保健の充実に力を注いでいる｡そのために､
行政的には既にシステムが完成している乳幼児保健では､
今回の法改正でも大きな変更はないと考えられる｡2~4)
むしろ､老人や精神保健を充実させるために乳幼児保健
サービスの独自性は減少しつつある｡あるいは乳幼児医
療無料化制度など医療面を充実することで保健サービス
の代替えができ､従来の保健サービスは減退する可能性
もある｡例を上げるなら､小児医療に加えて保健所の精
密検査の後送病院として重要な役割を果たしてきた市立
では少ない (国立や都道府県立小児専門病院は多い)､
(1)
小児専門医療機関である､旧の大阪市立小児保健センタ
ーは平成6年に歴史の幕を閉じた｡
このような流れの中で､筆者らは大阪市の乳幼児健康
診査 (健診)に力を注いでおり､しかも実際に従事する
医療の技術者 ･研究者として､行政の立場とは違って面
で検討を加え､= )その中で多くの問題点を指摘しつつ､
新しいシステムや考え方を提唱してきた｡本稿では大阪
市の母子保健､中でも筆者らの関わりが深い乳幼児保健
の中心となる乳幼児健診事業について､大学の支援とい
う見地より新たに調査し検討したデータをもとに現状を
紹介したい｡先に述べたように政令市である大阪市では､
完成されたと考えられる乳幼児保健システム2~4)の現状
と問題点を整理し､将来構想についても筆者なりに考え
てみたい｡大阪市はもちろん､今後､乳幼児保健に取り
組む市町村のあり方についても提言したい｡確かに保健
所政令市では保健所業務と市町村業務を保健所で実施し
てきたので､母子保健サービスは行政システムとして既
に運用されている｡それを変革するには相当な負担を要
するので､今回の法改正を政令市だけでなく他の市町村
も新たな業務負担増ととらえず､チャンスと考えたい｡
【大阪市における乳幼児健康診査のシステム】
現在､改訂中の ｢乳幼児健康診査の手引き｣4)より抜
粋し (表1､表2参照)､大阪市における母子保健サー
ビスおよび乳幼児健診のシステムとフォロー体制につい
て紹介する｡
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人阪市保健所の乳幼児健診を歴史的にみると､三歳児
健康診査実施以降も各保健所独自の乳幼児健診を実施し
ていたが､市町村が実施主体となる1歳6か月児健診を
導入した昭和52年にば )､3か月児､1歳6か月児､三
歳児健診を市内全保健所で実施した｡その後､老健法実
施に伴い乳幼児保健以外の業務負担が増加したために､
昭和59年にはフォローアップ健診など乳幼児の二次健診
を ｢発達相談｣として全市的に統一した3).現在､大阪
市では母子保健法に基づき､妊婦より就学前まで (乳幼
児期)の一貫した母子保健サービスは保健所を中心にし
て提供されている｡また､大阪市の保健所では母子手帳
交付時に妊婦面接を実施している｡
保健サービスの基幹となる健診事業は､法律に基づく
3か月児 (乳児)､1歳6か月児､三歳児健診を保健所
で集団健診として実施している｡加えて妊婦一般健康診
査､乳児一般健康診査 (前期 ･後期)をそれぞれ医療機
関に個別健診として委託している｡乳児前期は新生児期､
乳児後期は10か月前後の受診を勧奨している｡健康診査
のフォロー体制としては保健指導等以外に追跡観察が必
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要な場合は上記の発達相談を実施しており､精密健康診
査が必要な場合は指定医療機関等に委託している｡現在､
保健所における療育相談､児童相談所などを除く指定医
療機関は後述するように市内30病院である｡
平成6年度の大阪市の健診実施数は､大阪市環境保健
局内部資料によると､3か月児健診の該当数 25368人､
受診数 22977人 (90.6%)､1歳6か月児健診の該当数
24795人､受診数 19656人 (79.3%)､3歳児健診の該当
数 24392人､受診数 17235人 (70.7%)であった｡現在､
大阪市は妊婦面接時に作成した母子管理票に基づいて健
康診査の案内を行っているが､大阪府堺市などのように
基本住民管理台帳に基づいて案内をしている場合に比べ
ると､転居などの実態把握は困難で実際の受診率より若
干低めとなっている｡また､発達相談は実数4674人､延
数6142人の受診数であった｡各健診後の発達相談への勧
奨数､精密検査紹介数などは保健所によって異なってい
るが､本稿では詳細を省いた｡
大阪市は年間出生は約2万4千人と､単独市町村では､
横浜市に並ぶ大きな自治体である｡
表 1.大阪市における母子保健対策4)一乳幼児医療無料制度､アレルギー予防事業などを除く
妊娠 出産 1歳 3歳
保 健康診査 3か月児健康診査
健 (保健所) 1歳6か月児健康診査
対 三歳児健康診査
栄 発達相談
アトピー相談
健康診査 妊婦一般健康診査
(医療機関 乳児一般健康診査 (前期 .後期)
に委託) 先天性代謝異常等検査
保健指導等 健全母性育成事業
保健婦による訪問指導等
保健婦による健康相談等
妊婦教室
母子健康手帳交付
母子管理表作成 (妊婦面接指導)
医磨 医療援護治 研究 妊婦中毒症等療養支援未熟児 育医療
対 事業 育成医療､小児慢性特定疾患治療研究事業
(2)
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表2.大阪市における乳幼児健康診査のシステムとフォロー体制4)
健康診査 l乳幼児健康診査 (医療機関委託､保健所実 施 )
I発達相談 J Il
結 果 l l L ] L正 常 日 経過観察 目 安 治 療 l 治 療 中 要 精 検
J I t
指導追跡
1 -般保健指導 . 養育指導 . 栄養指 導
l璽璽璽- 璽璽璽璽璽璽寧- 璽寧璽璽璽璽璽■■璽璽璽璽璽
助ー言指導 r 重点指導 受診勧奨 継続治療 受 診 勧 奨訪 問 指 導
発達相談 勧奨
訪問指導 訪問指導l 身体面 訪問指導
J
援護措置
精密 健康診査
精神面し童相談所
l育相談 lT児t
■ー一■l■ll
l契約 .指定医療機関 ll療
情 成医療給付 Ll
通所訓練
通園訓練 】l小児慢性特定疾患医療給付
【対象と方法】
(1)乳幼児健診出務医師の変遷
大阪市全24保健所を対象に乳幼児健診出務医師の変遷
については､健診に従事していた医師または保健婦への
聞き取り調査に基づき集計した｡集計にあたり､出務医
師の分類を大阪市立大学 (以下､市大と略す)小児科学
教室より派遣 した医師 (医学部と生活科学部教員の兼職
を含む､医学部大学院生､医学部付属病院研究医 ･研修
医､関連病院勤務医師などの小児科医)､保健所本務医
柿 (大阪市の市民病院兼務医師を含む)､市民病院以外
の病院勤務医師､その他 (医師会委託､アルバイト医師
など)に分類した｡なお､今回の分析では市大以外の医
師の専門科を分類 していない (内科､外科なども含む)0
最終的な分析 ･検討では市大の協力という観点で行った｡
比較のポイント時期については､昭和58年施行､59年
実施の老人保健法により保健所の乳幼児健診は大きな変
化があったので､老健法実施の前後である､昭和57年度､
昭和59年度の2つの時期､そして､地域保健法実施前の
平成8年度を加えた3つの年度について調査した｡
(2)精密検査の紹介先病院
市大 (一郎､関連病院を含む)が乳幼児健診に協力し
(3)
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ている18保健所を対象にして､乳幼児精密検査制度に基
づいた後送病院の依頼先を調査した｡時期は平成7年4
月～12月の9カ月間に紹介した病院先の集計を各保健所
に依頼した｡今回は紹介内容､科などの詳細は省いた｡
なお､大阪市における精密検査を依頼する指定医療機
関 (後送病院)は､乳幼児健診が整備された頃､大阪市
立大学医学部付属病院 (以下､市大病院と略す)､ 6市
民病院､小児保健センターであったが､平成 6年の小児
保健センター廃院を含む大阪市の市民病院統廃合と大阪
市立総合医療センター開院により､上記の医療機関に加
えて民間の総合病院を含む30指定医療機関となった｡今
回は､市大病院､総合医療センター､市民病院､その他
に分類して分析 ･検討を行った｡
精密検査は､小児科 (小児内科)だけでなく､外科､
皮膚科､眼科､耳鼻科など全科受診可能である｡
【結果】
(1)乳幼児健診の出務医師の変遷
市大が乳幼児健診で協力している保健所数は､昭和57
年度は9保健所 (38%)であっ一たのが､現在は18保健所
(75%)と倍増した｡以下､健診別に示す｡
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まず､3か月健診出務医を図 1に示 した｡市大の協力
は昭和57年度7保健所であったが､老健法実施時に6保
健所に減少 し､現在は14保健所 (58%)に再び増加した｡
3か月健診出務医師の変遷 (大阪frl一保健).TT)
一市立大学の協力～
t市立大学 Ea*轟匿 凹 その他 (鰹節合番托t含む)
昭和57年 平成8年
図1.3か月健診出務医師の変遷 (保健所数)
3か月健診出務医師の変遷について市大を中心に示している.
図中 ｢市立大学｣は､市大のみ6保健所､市大と本務医2保健
所､市大とその他(医師会委託等)6保健所である(平成8年度)0
図 1は市大の協力という観点で保健所数を示 している
が､健診担当が複数医師である場合は様々な組み合わせ
がある｡そこで平成 8年度についてみると､市大単独6
保健所､市大と本務医2保健所､市大とその他 (医師会
委託を含む)6保健所であった｡そこで､図2には平成
8年度における全出務医師数の割合を示した｡市大の医
師数の占める割合は37.1%であった｡
3か月健診出務医師の割合
全出務医師数
図2.3か月健診出務医師 (全保健所)の割合
幼児健診 (1歳6か月児､3歳児健診)では､市大が
協力している保健所数は､昭和57年度は6保健所であっ
たのが昭和59年度には4保健所に減少 し､平成8年度は
9保健所 (38%)と､乳児健診同様に再び増加した｡
大阪市の保健所の二次健診である発達相談出務医につ
いては図 3に示した｡市大が協力 している保健所数は､
昭和59年の発達相談開設時には7保健所 (29%)であっ
たのが､平成8年度現在､18保健所 (75%)となった｡
(4)
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図3.発達相談出務医師の変遷 (保健所数)
発達相故の出務医師の変遷について市大を中心に示している｡
平成8年度に発達相談に従事 している医師数の割合を
図4に示 したが､市大の派遣協力が大幡に増加 していた｡
発達相談出務医師の割合
全山務医師数
節
図4.発達相談出務医師 (全保健所)の割合
以上のように老健法実施時に市大の協力は減少したが､
その後増加 した理由についてみると､小児科を専門とす
る保健所本務医師の減少 (11から7保健所に減)､病院
勤務医師の都合 (退職､転勤など)､高齢化によるその
他の健診医の減少によるものであり､健診に従事する保
健婦の希望に関わ らず､｢二次健診 には専門性を必要 と
する｣という理由のみで依頼された例はなかった｡一方､
医師会委託による医師会の協力は乳幼児健診のみで専門
性を要する発達相談での協力はなかった｡また､健診担
当医の変更はあるものの､一部を除いて､協力 している
出務協力医数には､大幅な増減はなかった｡
(2)精密検査の紹介先
調査した18保健所で精密検査を依頼 した総数は1572人
であった｡病院別の頻度は図5に示したが､後送病院の
一つである市大病院は 327件 (20.8%)であった｡ 旧小
児保健センター機能を引き継いだ紹介型専門病院である
大阪市立総合医療センターは 525件 (33.4%)であった｡
両者あわせて半数以上は専門病院に紹介されている｡
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(5)
榊密検査､紹介先病院
大阪市
図5.精密検査の紹介先病院
次に､精密検査について市大病院のある区と隣接した
5保健所の紹介先､および､大阪市立総合医療センター
(医療センターと略)のある区と隣接した6保健所の紹
介先をそれぞれ図6と図7に示した｡市大病院と総合医
療センターへともに､それぞれ過半数の紹介であった｡
また､市大病院の隣接保健所からも総合医療センターへ
の紹介も多い結果であった｡今回は紹介内容 ･科につい
ては分析していないが､総合医療センターは小児眼科と
小児耳鼻科なども有しており､大阪市全域から紹介され
ることが多いためである｡
精密検査､紹介先病院
市大病院隣接5保健所
図6.市大病院隣接5保健所の精密検査紹介先病院
樹密検塵､紹介先病院
総合医娘センター隣接6保健所
大
図7.総合医療センター隣接6保健所の精密検査紹介先病院
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現在､大阪市ではアレルギー予防教室 ･アトピー相談
を保健所で実施 しており､アレルギー検査は本制度を利
用する場合も多い｡同じ時期に本制度による 910件の紹
介について図 8に示 した｡検査内容を特定しているので､
紹介型病院である総合医療センター10.7%と､精密検査
に比べると紹介率は低かった｡市大病院は19.6%であり､
精密検査とほぼ同じ率であった｡
以上のように精密検査には専門性を要求されるので､
専門病院への紹介率が高いが､紹介の内容によっては､
居住地の近くという利便性が求められた｡
アレルギー検査､紹介先捕院
大阪市
咲
ulir市大院
.,ヰ三 179.6%
一 ′′ヽヽヽ′′ヽヽ′L捻合医療センタ
､,､:,:こ:こ:ここ::9T:こ::こ:
､'.､J:,::(10.7X):ここ:ヽヽヽヽヽヽ′′′′′
ヽヽ ヽヽド 鈷
図8.アレルギ 検ー査の紹介先病院
【考察】
現在､大阪市を含めて保健所の中で乳幼児の健康診査
事業に関わる職員では､保健婦､栄養士､および事務職
は常勤で確保されている｡しかも､保健婦のみが保健所
の専門職として養成されており､都道府県型保健所と市
町村保健センターでは職務内容は異なるものの質的な差
は大きくないと予想される｡一方､近年必要性の高い心
理判定員や歯科衛生士等だけでなく､保健サービス推進
に重要である医師や歯科医師は健診を網羅できるほど常
雇で確保されていない｡これは､どの自治体も似た状況
であり､母子保健法をみても健診医は常勤である必要は
なく､しかも小児科専門医である必要もない｡現実的に
乳幼児健診のために小児科医を常雇することは不可能で
ある｡そのために乳幼児健診を進めていく場合､従事す
る医師の量の確保は非常に重要であり､自治体の規模が
小さくなると深刻な問題となる｡これは､青木ら1)が近
年調査しており､市町村への移管に伴い大きな問題とな
ることを指摘している｡厚生省の研究班による検討の結
果､中山10)は乳幼児健康診査の成書をまとめ､乳幼児健
診担当医は小児科医であると念頭に置いているが､現実
にはそうでない場合も多々あるのが現状であり､小児科
医にとっても乳幼児健診に関する十分な研修システムが
あるとは限らないのが現状である｡
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今回の法改正にともない優れたシステムやあり方を述
べているが12-15)､実際には医師の確保では妥協せざるを
得ない部分も多々ある｡
さて､本稿では大阪市における乳幼児健診医の変遷を
分析した｡その結果､現実的な対応として健診医の確保
に地域医師会と大学医学部の支援は重要であるといえる｡
大阪市など大規模な政令市では医学部を擁する公立大学
があり､また全都道府県に医学部または医科大学が設立
されたので県庁所在地では活用できる人的資源の一つで
ある｡また､乳幼児健診は疾病の早期発見だけでなく､
発育 ･発達の知識を豊富に必要とするので､その分野の
専門家を必要とし､筆者の一人が属する保健系も協力で
きる社会資源であるといえる｡▲もちろん､実際には東京
や大阪などの大都市を除くと､乳幼児保健 (小児､児童
保健等)を専門とする医師が所属できる機関は少ない｡
また､後送病院や療育施設の医師も社会資源であるが､
利用には兼職など大きな問題を抱えている｡そこで､各
都道府県にある医学部を推奨したいが､実際には十分活
用できない地域が多いのも現状である｡
その中で医師会主導型で成功している福岡市では4)､
小児科医以外にも協力を求め､そのための研修システム
とフォローアップシステムを大学の協力の下､医師会主
導で整備している｡また､個々の医師の健診能力を高め
ることで個別健診を進めている例は一つの健診のあり方
を考える上で重要であろう｡この医師会主導型は東京都
や大阪府に一部導入され､大阪市4)も乳児前 ･後期健診
は委託健診で実施している｡大阪府医師会も健診を検討
する部門をつくり､研修やマニュアル作りを進めている｡
どちらかといえば健診担当する医師の専門性と主体性を
期待した他力本願的な要素を持っており､うまく機能す
ると福岡市のような優れたシステムはできるが､行政側
からは反面､変更が困難という不便性を持つ｡そこで､
二次健診には健診担当医の質､専門性が求められ13~16)､
大学医学部や国立の研究所など人的資源が豊富にある東
京都での実践研究を元に市町村移行のためのモデルを示
しているが､他の地域でも同様なシステムを確保できる
のであろうか｡小児科医の確保すらできないと指摘して
いる現状で1)､より具体策が望まれる｡
この点､大阪市では市立大学 (小児科学と保健学)が
量と質の確保に協力してきた｡これは望ましいモデルの
一つであると考えられるが､問題点も少なからずある｡
大学に協力を求めた理由を示したように､大学の協力が
必ずしも行政的な制度として確立されていなく､筆者ら
個人の努力で行ってきた点は課題である｡また小児科医
である保健所本務医が減少している事実にも目を向ける
(6)
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必要がある｡あるいは保健所単独で医師を確保する制度
の為に､本務を持たない､いわゆるフリーの医師を多く
雇用してきた｡高齢化など様々な理由で交代する時期に
大学は協力を拡大してきたが､相当長い年数と地道な努
力が必要であった｡しかも医師確保に保健所の専門家で
ある保健婦の希望 ･意見が反映される制度も少ない｡
以上のように乳幼児保健システムを完成した政令市で
ある大阪市であっても実際の健診実施に医師確保という
量の点でまだまだ多くの課題を抱えており､健診内容と
いう質を要求できるのであろうか｡そこで打開策の一つ
として地域医師会と並列して大学の協力を求めることに
なるが､大学も無尽蔵に人を確保できないし､どの自治
体も大学と協力関係ができるとは限らない｡しかし､量
の確保で安易な妥協をすると従来の大阪市の二の舞とな
る可能性がある｡必要性を十分認識して安易な妥協をし
ないことがニーズを生み､人確保の原動力となるので､
大阪市における実践例を参考にすることを切に希望する｡
ここで､保健所と公衆衛生的立場から考えると､医療
の細分化が進んだ結果､保健所業務にも専門性を要求さ
れるようになった｡つまり､乳幼児健診には小児科専門
医が担当すべきである10~16)｡加えて､保健サービスを提
供する場合には公衆衛生的な判断が望まれるのである｡
これは保健所業務を何でもこなせる医師というのでなく､
業務の進め方に公衆衛生的な発想が望まれるという意味
である｡また､この公衆衛生としての立場からみても､
大学あるいは専門機関との協力は不可欠であろう｡本来､
複数の保健業務には複数の専門医師が担当すべきであり､
この点は安易な妥協は許されない｡医療と同じレベルの
保健サービスを住民は望んでいる点を強調したい｡なぜ､
公衆衛生に携わることを希望する医師が少なかったかを
考えて､発想を逆転させることも必要ではないか｡
そこで､現状から可能性のある望ましいモデルについ
て筆者なりに考えてみる｡まず､市町村であっても保健
婦に加えて専門医師を確保し､その医師は医療 (あるい
は臨床面)でも専門家であることが望まる｡そして公衆
衛生医である必要はないが､疫学的な観点あるいは公衆
衛生専門機関の協力を得られることが望ましい｡ある一
定の雇用の確保にブロック制､大阪市の場合は数保健所
レベルであるが､市町村の場合は広域の協力体制を整え
たい｡これは専門性を遺憾なく発揮することで質を確保
しつつ､協力関係のある広域における量の確保ができる｡
他の自治体への兼職は行政上､十分な検討が必要である｡
保健所や保健サービス担当医師に専門性が必要となって
きた点と専門外の業務を負担させたために保健所医師の
確保が困難であった過去を反省したい｡加えて､大学と
人間福祉学
の協力関係を持っことは乳幼児保健の場合でも実践的な
研修の場として人の確保を進めていき､保健サービスの
方向に目を向かせることが可能となる｡これは大阪市に
おいて､専門医の立場から進めている例を参考にできる｡
以上､人の問題を述べてきたが､次に後送病院につい
て検討したい｡今回の結果から精密検査を依頼する医療
機関には専門性に加えて､地域の住民からは利便性が望
まれていると考えられた｡大阪市も市立の機関だけで利
便性を確保できにくい状況となり､後送病院を増加した｡
しかし､保健所で精密検査の依頼判定を行うだけでは真
の保健サービスとはなり得ない｡健診で判定後､医療機
関を紹介すれば保健サービスが終了するのでなく､紹介
した後の効果なども予想すべきであり､そのために後送
病院に関する情報を十分把握する努力を必要とする｡各
保健所で病院の現状を把握することは困難であるので､
大阪市では保健所の管轄機関である環境保健局が後送病
院の専門的な内容を十分調査し､保健所に情報を提供す
べきである｡小児科医が多数いる大学病院と小児専門医
療機関は全国的に整備されたので利用しやすくなったが､
紹介内容で､後送病院の情報が十分であれば利便性を配
慮しつつ､専門性を考慮した地域の医療機関への紹介が
可能となる｡一方､後送病院側でも専門に関する情報を
提供し､感染症とは別個に専門外来を用意できることが
乳幼児保健の立場から望ましいと考える｡これは現在の
効率を求める病院経営や保険給付制度では困難であるが､
この点をクリアーした専門病院の確保が望まれている｡
以上のように､集団健診一後送病院という現在の母子
保健の立場から､いかに質を高めるかを検討してきたが､
改正された母子保健法に基づく乳幼児健診では必ずしも
集団健診であるだけでなく､個別健診も一つの選択肢で
ある14~15)｡各健診のメリット･デメリットを十分に考え､
母子保健をどのように考えていくのかが重要である｡一
つのシステムが稼働すると､変更するには相当なェネル
ギーを要するので､選択には十分な検討が必要である｡
母子保健は次世代を担うため乳幼児の健全育成を目的
としており12､15)､過去には疾病や障害の早期発見が中心
的であったが､地域保健法の精神は加えて育児支援をも
含めている｡これからの母子保健の検討会でも指摘され
ており18)､筆者も ｢スクリー ニング時代の終蔦｣17)とし
て意見を述べてきた｡もちろん､障害や疾病のスクリー
ニングにも相当な注意も払うべきである｡たとえば､大
阪市の母子保健システムにあるように4)､健診担当医は
スクリーニング､つまり精密検査の必要性の判定を任さ
れていが､住民はそれだけを望んでいるのでなく､健診
場面でも育児相談を含めたサービスを期待している｡
(7)
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つまり､保健サービスと医療の大きな違いは疫学的検討
ができる点であるが､個々の対応も必要となってきた｡
現実的には筆者が分析してきたように卜9)､後送病院
とのトラブル､診断できても治療方法がない､訓練を強
調しすぎるための問題などを健診の現場では経験する｡
そこで二次健診に後送病院に勤務する医師が従事すると
検査以外は医療と同じ保健サービスを保健所 (保健セン
ター)で提供でき､専門性と利便性を同時に確保できる
点も指摘した｡このように制度にとらわれることなく､
地域保健法の精神である母子保健を進めていくことは可
能である｡さらに先を考えると小児科専門医による健診
だけでなく､集団を対象にした場合のメリット､住民に
とっては地域交流を得られる点も重要である｡今回は､
健診担当医と後送病院の観点で述べたが､保健所の親子
教室や交流教室の重要や必要性は論をまたないが､大阪
市でも老人 ･簡神保健の業務が増える中､乳幼児へは健
診以外のサービスが低下している事実だけを指摘したい｡
ここで､これからの母子保健を踏まえて乳幼児健診で
あるべき姿を考えると､(1)乳幼児保健の専門家の養
成 (医師の場合には小児科医を中心)､(2)医師を含む
専門要員確保の方法の検討､(3)医師を含む健診担当
者の研修制度､(4)行政指針を作成するための疫学的
検討､(5)個々の事例右検討するためのスタッフ全員
によるカンファレンス､などが必要となるdこれらの支
援のためには実施自治体だけでなく､国や都道府県の援
助を必要とするが､乳幼児保健実施主体となる市町村で
医師養成機関である公立大学医学部をもっ行政基盤の豊
かな4政令市では､大阪市も含めて､厚生省のトップ･
ダウン方式でなく､独自のモデルの構築を望みたい｡こ
れらの自治体では､今後も母子保健のあり方を模索しつ
つ､その上で､例えば大阪府下の他の市町村にも協力援
助を様々な面で行えるように希望している｡
最後に､これまでの経過で大学が行ない､期待される
ことを筆者なりにまとめると､(1)乳幼児保健の研究
的支援､(2)専門知識を元にした従事者の研修支援､
(3)保健所の後送病院としての専門病院の機能､(4)
乳幼児健診の質の確保､(5)乳幼児健診医の養成と量
の確保､(6)地域医師会との交流､などである｡
なお､本論文の要旨の一部は､第99回日本小児科学会
(熊本､1996)､第43回日本小児保健学会 (横浜､1996)､
第55回日本公衆衛生学会 (大阪､1996)で発表し､第10
0回日本小児科学会(東京､1997)で発表を予定している｡
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【要約】
1.大阪市における乳幼児健診医の変遷を大阪市立大学
(市大)の支援という観点で分析した｡結果､保健所に
協力していたのは､昭和57年度は9保健所 (38%)であ
ったのが､平成8年度は18保健所 (75%)と倍増した｡
3か月健診は7保健所から14保健所 (58%)､幼児健診
(1歳6か月児､3歳児健診)6から4保健所に減少後､
9保健所 (38%)に再び増加した｡また､発達相談は7
保健所 (29%)から18保健所 (75%)となった｡
2.市大が健診医を派遣している18保健所で､平成7年
4月から12月に精密検査を依頼した総数は1572人であっ
た｡市大医学部付属病院は 327件 (20.8%)､紹介型専
門病院の大阪市立総合医療センターは 525件 (33.4%)
であり､半数以上は専門病院に紹介されていた｡
以上のように､乳幼児保健において､大学は後送病院
としての機能と健診医派遣における質と量の確保に地域
の医師会と同様に重要な役割を果たしているといえる｡
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SUMMARY
1.Now,atthe18of24(75%)healthcentersinOsakacity,thepediatricdoctorsbelongingtoOsakacity
●● ●
universityhadbeenexamlnlngmanybabiesandchildrenforthescreenlngOfdevelopementsanddiseases.
2.0sakaCityUniversityHospitalandOsakaCityMedicalCenterhavereceivedmanypatientsfrom the
healthcentersinOsakaCity,afterthescreenlngOfthechildhealthexaminations.
●
3.TheroleofOsakaCityUniversitylSimportanttothechildhealthexaminationsinOsakacity.
●
(8)
